
 

                                          

経理部経理課 

平成 30年度予算及び事業計画は、各会計単位からの要望等について、学内予算委員会にて慎重に審議された

のち、3月 29日の学園理事会及び評議員会において承認されましたので、その概要をお知らせします。 

平成 30年度は、2年に一度見直される診療報酬改定の年となります。今回の改定は全体として 1.19％のマイ

ナス改定で、3回連続してのマイナス改定となります。収入の 88％を医療収入に依存している本学においては診

療報酬次第で経営が大きく左右されることになることから、3病院ともに現行の医療制度を適切に分析し増収の

ために様々な施策を立案し実行していくことが重要となります。 

また、本学では現在の厳しい財政状況下で、将来の発展のために基本計画に基づいた大型の設備投資を行って

きました。今年度も大学病院の耐震・空調設備工事及び埼玉医療センターの既存棟改修工事等の事業が控えてい

るものの、平成 29 年 11月に埼玉医療センター新棟が完成したことにより、平成 30 年度の施設関係支出は大幅

に減少する見込みです。今後は埼玉医療センター新棟開設に伴う増床分を軌道に乗せ、投資した資金を着実に回

収すべく増収・増患対策に取り組み、さらに大学病院と日光医療センターにおいても医療収入の増収を推進し、

経営基盤の強化を図ることといたします。その他の収入の面では、外部資金獲得（補助金・寄付金等）へ向けて

引き続き積極的な対応を行い、資金の増資に努めます。 

一方支出の面では、構成比率の内、大きな比率を占める人件費と医療経費について、適正化と効率化の視点か

ら抜本的に見直し、更なる経費削減を推進することとしました。 

以上を勘案し編成した平成 30 年度予算の基本金組入前当年度収支差額（事業活動収入－事業活動支出）は、 

4 億 57百万円の黒字を見込んでいます。 

 

 

予算のポイント、事業計画概要及び事業活動収支予算・資金収支予算は次の通りです。    

                                                                          

 

 

平成３０年度予算は、教育・研究・診療の充実とそれを支える財政基盤の強化を図りながら徹底した経費削減

に努め、限りある財源をバランス良く配分できるよう配慮しました。 

各会計単位の重点施策は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

（１）学務関係 

①医学部 

高度化・細分化する医学・医療や社会のニーズに対応した６年間一貫のクサビ型教育カリキュラムを展開し 

ており、「医学教育モデル・コア・カリキュラム」を基本としたカリキュラム構成に基づき、効果的な教育体

制を構築するための関係経費を計上しました。主な経費としては、一般的な経費以外に学生の海外研修経費と

して１５百万円、医師国家試験対策としての短期集中合宿（５、６年生）の経費として９百万円、がんプロフ

ェッショナル養成プラン経費として５百万円を計上しました。また、プロジェクター・教育用画像配信サーバ

ーの機器の更新を行い、授業環境の充実を図るための経費として１３百万円を計上しました。 

②看護学部 

高度な臨床看護実践能力が修得可能なカリキュラム編成となっており、より効果的な教育体制を構築するた

めの関係経費を計上しました。主な経費としては、臨床看護実習等の実施経費として８百万円、看護師・保健

師国家試験対策としての模擬試験、特別講義等の経費として４百万円、学生の海外研修経費として３百万円、

成績管理システムのカスタマイズ経費として２百万円を計上しました。 

 

■ 予算のポイント 

◆平成３０年度予算について◆ 

１）医科大学関連 



（２）看護師確保対策 

全国的な看護師不足が広がる中、本学においても看護師確保が困難な状況であり、深刻な問題となっていま

す。平成３０年度についても、これまで以上に全学を挙げて積極的に募集活動を行い、大学病院・埼玉医療セ

ンター・日光医療センターの７対１看護体制の維持及び患者サービスの向上につながるための経費として９百

万円を計上しました。 

 

（３）管理運営費関係 

Ｗｉｎｄｏｗｓ７の延長サポートが平成３２年１月１４日を以って終了となることにより、最新ＯＳ環境へ

の移行が必須となります。移行には年次計画を立て準備することが肝要であり、システムの再構築・ソフトウ

ェアの移行・パソコンの買い替え・周辺機器の互換性の確認等が必要となります。３０年度は、人事課他２課

のシステム再構築経費として１６百万円を計上しました。 

 

 

 

 

（１） 経営基盤の強化(医療収入と医療経費) 

平成３０年度は２年に一度見直される診療報酬改定の年となります。 

今回の診療報酬改定では、医師の技術料に当たる「本体部分」については＋０．５５％、「薬価等」につい

ては△１．７４％（薬価：△１．６５％、材料価格：△０．０９％）で全体として１．１９％のマイナスとな

りました。マイナス改定は３回連続となります。 

この改定を受けて平成３０年度予算編成においては、当院にどの程度プラス（あるいはマイナス）の影響を

与えるかは具体的な診療報酬本体の設定を見ないと判断できませんが、現行の医療制度を適切に分析し、平均

在院日数の短縮、病床稼働率のアップを図り、各種加算等を積極的に獲得していくなど、全部署を挙げて医療

収入の増収に取り組むこととしました。 

一方、医療経費においては、平成２６年度の消費増税や高額な医薬品の増加等の影響により毎年アップして

いるのが現状です。この様な状況が続けば病院の経営は危機的状態に陥る恐れがあることから、全教職員が一

丸となってコスト削減への意識を持って取り組むことにより、平成２９年度見込みに対して２．０％縮減の４

６．０％とし、医療収支の改善（医療粗利益の増加）を図る予算編成としました。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

（２） 診療体制の整備 

  当院では、地域の中核病院として安全でより質の高い医療を提供するため、毎年診療体制の充実に努めて

います。今年度においても更なる患者サービスの向上を目指し、引き続き診療体制の整備充実に努めるべく

予算配分を行いました。 

①ライナック棟新築に伴う放射線治療装置の増設 

放射線治療装置は現行１台体制となっており、待機患者の期間短縮や既存装置の故障などの緊急事態に対

応するため、ライナック棟を新築し放射線治療装置を増設する費用として７億円を計上しました。 

②材料部移転に伴う機器備品の更新 

教育医療棟への機能移転後の大学病院本館再整備における材料部移転に伴う設備機器の更新費用として３

億８０百万円を計上しました。 

③診療案内表示盤、投薬および会計案内表示盤の更新 

診療案内表示盤、投薬および会計案内表示盤（９年経過）の更新経費１億４７百万円（リース契約）のう

ち、平成３０年度支払額１０百万円を計上しました。 

 

（３） 施設関係工事 

①本館耐震工事･空調設備リニューアル 

大学病院本館の耐震強化を図るための本館耐震工事が進捗しており、平成３０年度は８ヶ年計画の７年目

に当たります。工事費用および耐震設計、監理費用として３億１７百万円を計上しました。 

また、耐震工事に合わせて、本館病棟の空調リニューアル工事および設備更新工事を同時に実施すること

により、病棟移動（引越し）を最小限にし、患者様への影響や病棟スタッフへの負担を軽減することができ

２）大学病院関連 



るとともに、工期およびコストの削減も図れることとなります。平成３０年度は空調設備リニューアル工事

費用および設備更新工事費用として合わせて２億６１百万円を計上しました。 

なお、当該耐震工事は、栃木県医療施設耐震化事業費補助対象となるため、補助金収入として１億２９百

万円を併せて計上しました。 

②大学病院本館再整備に係る工事 

大学病院本館再整備における材料部移転工事費用および設計、監理費用として３億７０百万円計上しまし

た。また、手術部増設に伴う工事設計費用として７０百万円計上しました。 

③ライナック棟新築工事費用･設計監理費用 

ライナック棟新築工事費用および設計・監理費用（総額４億９５百万円）のうち、完成年度にあたる平成

３０年度支払額１億６５百万円を計上しました。 

   

（４） 栃木県ドクターヘリ事業 

 当院を基地病院として開始された栃木県ドクターヘリ事業は、平成２２年１月の導入から８年目を迎え順調 

に運航稼動しています。加えて広域連携協定（群馬県・茨城県とのドクターヘリの相互運用）が締結されたこ 

とにより、より効率的な運航が可能となり、北関東３県の救急医療体制の強化が図られています。平成３０年 

度も引き続き効率的な運航を可能とするために、ドクターヘリ運航委託料２億２８百万円、その他必要経費約 

２３百万円を計上しました。 

なお、国と県からのドクターヘリ運営費補助金２億２８百万円も併せて計上しています。 

 

（５）給食業務の外部委託 

今年度から給食業務の効率化、合理化を図るために外部委託することとし、その委託費用として３億３０百 

 万円を計上しました。 

 

 

 

 

 

（１） 経営基盤の強化・安定化 

平成２９年１１月に念願の新棟が竣工しました。今後においても埼玉県東部地域医療の基幹病院として、診 

療体制の強化・安定化に努めます。また、現行の７対１看護体制の維持、平均在院日数の短縮、新手術室の的 

確な運営、診療報酬に係る加算、管理料等の新規取得、安定した病床稼働率の維持を図り、積極的に医療収入 

の増額を見込み、経営基盤の充実を図ることを目的に予算編成を行ないました。 

編成内容として、平成３０年度の医療収入は、入院単価：７４，５００円（２９年度見込比＋７．４％）、 

 外来単価：１７，３９０円（同＋０．５％）とし、また、入院患者数は年間病床稼働率９５．０％（同＋０．３%） 

の１日８０１名（同＋１１６．６名）、外来患者数は１日１，７７７名（同＋７３．５名）としました。 

なお、医療経費は、後発医薬品への切り替え強化、医療材料の標準化を図り、物品調達の適正化を推進する 

こととし、医療経費率は３８．５％（２９年度見込比△２．７％）としました。 

 

（２）既存棟改修工事 

平成２９年度は新棟竣工後に既存棟の改修工事を開始しております。平成３０年度も引続き改修工事が必要 

なことから学園第１０次基本計画に基づき、施設関係支出２２億５０百万円、修繕費として２億５０百万円を 

計上しました。 

 

（２） 新棟開設に伴う設備機器の整備 

新棟開設に伴い、移転・増設する部署における機器・什器備品等の整備として、９億９０百万円、その他備 

品等として１０百万円計上しました。 

 

 

 

３）埼玉医療センター関連 



 

 

 

 

（１） 経営基盤の強化と安定化 

 地域社会の信頼に応える基幹病院として、高度で良質な医療の提供と、県北西部の地域医療機関との連携強 

化を図りながら、診療体制の維持・強化に努めます。また、現行の看護体制７対１の維持、ＤＰＣ制度に配慮 

した在院日数の短縮と病床稼働率の向上に努めるとともに、地域包括ケア病床を有効に活用し地域の医療ニー 

ズに対応します。 

本年度は、診療報酬改定（平成３０年４月）が実施され、改定率は診療報酬本体が＋０．５５％、薬価等△ 

１．７４％、ネットでは△１．１９％となりました。 

日光医療センターとしては、昨年新設した透析棟の稼働により順調に透析患者が増加している事による外来 

収入への貢献並びに、継続的な加算の取得や機能評価係数向上に資する取り組みにより平成３０年度の医療収 

入については、入院単価５３，０００円（平成２９年度見込比△１．０２％・予算比＋４．９５％）、外来単価 

１３，０００円（同見込比＋２．２８％）とし、入院患者数については年間平均１日当り１８０．０名（同見 

込比＋６．７名）で年間病床稼働率９０．５％（同見込比＋３．４％）、外来患者数については年間平均１日当 

り４００．０名（同見込比＋１３．７名）を目標としました。 

 

（２） 経営の効率化と合理化 

 医療経費においては、継続的に後発医薬品への積極的な切り替え促進を行う事はもとより、医療材料につい 

ても、同種同効品への切り替え、納入価格交渉及び新規採用時の相見積の徹底と言ったコストダウンを図るこ 

とで、更なる経費削減に努めることとし、平成３０年度の医療経費率を平成２９年度見込２７．２％から 

０．２％縮減する２７．０％としました。 

 

（３） 診療体制の整備 

① 医療機器・設備の整備・更新 

医療機器については、診療機器の整備充実を目的に診療・検査用機器等の新規・代替購入費として、前年度 

同額の１億３０百万円を計上しました。診療体制の充実及び効率化を図るため、電子カルテの端末増設、感染 

制御部並びに地域連携医療部へのシステムの導入、業務の効率化・経年劣化に対応するため、栄養課厨房設備 

整備、医事業務関連機器更新等を計画したことから、設備関係予算は合計で１億５３百万円としました。 

② 施設関係の整備・修理 

病院機能を維持する上で必須の施設整備費として、還水タンク更新工事３２百万円、火災報知器更新工事 

１１百万円、制御・非常照明用蓄電池更新工事５百万円、３階西病棟浴室改修工事、非常発電機起動用蓄電池 

更新工事、総合監視盤システム更新工事等を計上し、継続的事業として院内サイン更新、ナースコール更新を 

予定しました。また、修理費として無停電電源装置消耗部品交換工事４百万円、消防設備更新工事３百万円、 

建築物定期調査報告に伴う既存不適事項是正工事等を予定しました。 

さらに、予期できない施設・設備の補修・改修等に対応すべく、予備的な施設費及び修理費として２５百万 

円を見込み、施設関係の整備・修理関係予算として合計１億２２百万円を計上しました。 

 

 

 

 

 

（１）教学関係 

主な経費として、領域別看護学臨床実習及び体験学習等に要する実習経費として４百万円、看護師国家試験 

対策の一環として実施している模擬試験のうち、外部業者２社（学校負担分）の受験料１百万円を計上します。

また、本校の教育目的・目標に沿ったカリキュラム構成に基づき、より効果的な教育体制を構築するための 

費用として一般経費を計上します。この他、専任教員の資質向上への取り組みとして、研修、学会参加、研究 

活動費用を１百万円計上しました。 

４）日光医療センター関連 

５）看護専門学校（壬生校）関連 



（２）施設及び設備の充実 

本校は、校舎の老朽化等に備え、適切なメンテナンス体制を整備し、学生の教育体制に支障を来さぬよう、 

平成３０年度も引続き計画的にメンテナンスを実施する予定です。そのための費用として、１階実習室の照明 

器具の更新工事費用を１百万円計上します。 

また、学習環境の充実及び学習成果の向上を図るため、校舎１階・２階の全エリアに情報ネットワーク（無 

線ＬＡＮ）を整備する費用として９百万円を計上しました。 

 

（３）学生募集活動 

少子化による１８歳人口の減少及び２０１８年問題を踏まえ、県内外の受験生を幅広く募集し、一人でも多 

くの優秀な学生の確保は本校最大の課題であり、入学定員を満たすための募集戦略を展開していく必要があり 

ます。そのための経費として、パンフレット、ポスターの制作費として３百万円、Ｗｅｂサイト及び専門誌へ 

の情報掲載費用として１百万円の計４百万円を計上しました。 

 

 

 

 

 

（１）教学関係 

①実習経費 

臨床看護実践能力の向上を図るため、カリキュラム編成された臨地実習を校外施設にて実施します。このた 

め、３学年分の実習経費として２百万円を計上しました。 

②国家試験対策 

低学年より、国家試験を意識付けるため模試を受験し、自己学習の点検・確認を行うとともに、チューター 

制による指導を実施します。さらに、３年時においては、夏期・冬期に各３日間の集中講義を通じて学力強化 

を図ることを目的とし実施経費１百万円を計上しました。 

③入学定員変更に向けた環境整備 

次年度の入学定員変更（４０名から８０名）を見据えて、演習や実習に不足する教具・什器等の環境整備を

目的として備品購入経費４百万円を計上しました。 

 

（２）管理運営費関係 

学生募集活動 

継続的に本校の知名度向上及びより多くの受験生獲得を目的に県内外への幅広い募集活動を行います。実施

経費としてパンフレット・募集要項の作成経費３百万円を計上しました。 

 

（３）設備関係 

①次年度入学定員変更に向けた機器備品購入 

次年度の入学定員変更を見据えて、より効率的な教育体制の構築を目的として関係経費を計上しました。主

な経費としては、機器備品購入経費を合計１７百万円、図書室の環境整備・充実を目的として、図書購入経費

１百万円を計上しました。 

③ 学務システムの見直し 

現行システムの運用及び経費等の再考を行い、既に医学部・看護学部・看護専門学校の学務担当部署で運用 

されている同システム（電翔：Ａｃｔｉｖｅ Ａｃａｄｅｍｙ）に切り替えることで、導入及び維持経費の抑制 

が見込まれること。また、学内各部署と同様に学務面における基幹システムの統一化を図ることで、業務の効 

率化はもとより管理・運営面において有益なため、リース総額８百万円を計上しました。 

６）看護専門学校（三郷校）関連 



                                

 

                                                                            （単位：百万円） 

事  業  名 事  業  内  容 30年度予算 

 

《医科大学》 

１．教学関係 

①医学部 

１）学生の海外研修 

２）国際交流推進 

３）医師国家試験対策合宿 

４）講義シラバス作成 

５）１２０・２２０教室プロジェクター更新 

６）教育用画像配信サーバー 

７）がんプロフェッショナル養成基盤推 

進プラン 

８）dot Cumpus（LMS）維持管理 

９）全国共用試験 

 

 

② 看護学部 

１）実習関係 

 

２）国家試験対策 

３）学生海外研修 

４）成績管理システムカスタマイズ 

 （看護学部） 

 

 

２．施設・設備関係 

１）研修棟（仮称）建築工事 

２）大学建物維持保全整備 

３）土地購入 

４）関記念学生館退寮後美装工事及び空調 

機更新工事 

５）看護学部大教室音響機器更新工事 

６）教育研究・実習用機器備品 

７）図書 

 

３．管理運営関係  

１）認知症看護認定看護教育過程 

２）看護師確保対策 

３）Windows10 対応化に伴うシステム再構築 

 

４）ナーシングスキル日本語版導入 

 

 

 

 

 

 

１）学内試験選抜の学生の海外大学病院等における約２週間の見学実習の実施 

２）海外の大学・教育研究機関等との交流、国際協力事業の推進 

３）５・６年生を対象に、卒業試験・医師国家試験の合格に向けて、短期集中合宿を実施 

４）各授業コマ毎の詳細なシラバス（議事要録）の作成 

５）経年劣化による機器の更新 

６）既設サーバー耐用年限超過に伴う更新 

７）本学を含む国公私立１２大学の共同申請による「関東がん専門医療人養成拠点」に 

参加 

８）学習･授業支援システムの維持管理及びカスタマイズの実施 

９）ＯＳＣＥ：模擬患者を相手とする実技試験の実施 

ＣＢＴ：コンピューターによる医学知識試験の実施 

 

 

１）ふれあい実習、基礎看護学実習Ⅰ～Ⅱ、健康看護支援・健康障害看護援助論実習 

Ⅰ～Ⅶ、健康看護支援論実習(公衆衛生)、総合実習の実施 

２）国家試験対策コーナー等の環境整備、模擬試験・特別講義等の実施 

３）海外（フィリピン）での１週間程度の実習の実施 

４）看護学部における成績管理システムのカスタマイズ 

 

 

 

 

１）各種講演会、研修会開催のための場所及び地域交流の場所の提供 

２）建物維持保全整備 

３）借地（土地）の買い上げ 

４）学生退寮後の室内修繕及びクリーニング、空調機の更新 

 

５）ＡＶ機器の更新 

６）教育研究・実習用機器備品の整備充実 

７）教育研究用図書の整備充実 

 

 

１）認知症者支援に関する講義の開催、施設実習の実施 

２）合同病院説明会への参加、就職説明会や病院見学会の実施 

３）システム再構築（人事システム６．７、健康管理システム６．１、振込金管理システム 

３．２） 

４）看護基礎から臨床まで統一された「看護基準」を常時参照可能な環境の提供 

 

 

 

 

 

 

１５．０ 

１０．０ 

９．１ 

６．９ 

６．８ 

６．６ 

５．０ 

 

４．９ 

４．５ 

 

 

 

７．８ 

 

３．６ 

２．６ 

２．０ 

 

 

 

 

３００．０ 

１００．０ 

６０．０ 

１５．０ 

 

１３．０ 

３３３．２ 

３９．０ 

 

 

２６．４ 

９．４ 

１６．０ 

 

５．０ 

 

 

 

《大学病院》 

１．医療活動関係 

１）統合医療情報システム 

２）給食業務の外部委託 

３）栃木県ドクターヘリ事業 

４）感染制御対策事業 

 

 

 

２．施設・設備関係 

１）中央材料部移転工事 

２）本館耐震工事（７/８期） 

３）ライナック棟新築工事 

４）本館病棟空調設備リニューアル工事 

（４/５期） 

５）本館病棟設備更新工事 

６）ライナック棟新築に伴う放射線治療装置

の増設 

７）医療設備機器整備 

８）材料部移転に伴う設備機器更新 

 

 

 

１）電子カルテシステム、ＰＡＣＳシステムの維持管理 

２）給食業務の外部委託 

３）ドクターヘリ運航業務の委託他 

４）院内感染症の発生状況の把握、発生時の対応、院内感染対策のための助言と提言 

  等 

 

 

 

１）移転工事（移転工事３５９．８、監理費１０．４） 

２）耐震補強工事（耐震工事２８４．０、設計・監理費３２．５） 

３）新築工事（新築工事１５０．５、設計・監理費１４．３） 

４）空調設備更新工事（更新工事１５０．０、設計・監理費１０．８） 

 

５）病棟設備の更新工事 

６）ライナック棟新築に伴う放射線治療装置の購入 

 

７）診療機器、検査機器の新規・代替購入 

８）材料部移転に伴う機器備品及び什器の購入 

 

 

 

４５５．６ 

３３０．５ 

２５０．６ 

１５．９ 

 

 

 

 

３７０．２ 

３１６．５ 

１６４．８ 

１６０．８ 

 

１００．０ 

７００．０ 

 

４００．０ 

３８０．０ 

■ 事業計画概要 



 

９）診療案内表示盤、投薬及び会計案内表

示盤の更新 

１０）手術室増設に伴う工事設計 

１１）臨床研修機器整備 

 

 

 

《埼玉医療センター》 

１．医療活動関係 

１）医療情報システムの充実 

２）材料部滅菌委託 

３）手術室周辺業務委託 

４）薬剤ＳＰＤ業務委託 

 

２．施設・設備関係 

１）既存棟改修工事 

２）空調機・換気設備更新 

３）新棟７階Ｅ病棟病室復旧工事 

４）医療情報システムの更新 

５）新棟設備機器整備 

６）医療設備機器整備 

７）越谷クリニック関連機器整備 

 

 

 

《日光医療センター》 

１．医療活動関係 

１）業務の外注化 

２）医療情報システムの充実 

３）診療報酬改定に伴うシステム変定 

 

２．施設・設備関係 

１）還水タンク更新工事 

２）火災報知機更新工事 

３）ナースコール更新工事 

４）制御・非常照明用蓄電池更新工事 

５）医療設備機器整備 

６）電子カルテ端末増設 

７）栄養課厨房設備整備 

 

 

 

《看護専門学校壬生校》 

１．教学関係 

１）無線 LAN環境整備（１F～２） 

２）実習関係 

３）専任教員の研修・研究 

４）全国模擬試験 

 

２．施設・設備関係 

１）無線環境整備 

２）実習室照明器具更新工事 

 

３．管理運営関係 

１）看護学生募集パンフレット制作 

 

 

 

《看護専門学校三郷校》 

１．教学関係 

１）入学定員変更（平成３１年度より）に向け 

た備品整備 

２）実習関係 

３）国家試験対策 

 

 

２．施設・設備関係 

１）入学定員変更（平成３１年度より）に向け

た機器備品整備 

 

９）外来・投薬・会計案内表示盤の更新（新規リース物件） 

 

１０）手術室の増設工事 

１１）臨床研修用機器、ＯＡ機器の購入 

 

 

 

 

 

１）電子カルテシステムの維持・管理 

２）材料部滅菌委託化 

３）手術室周辺業務委託 

４）薬剤配送及び補助委託業務 

 

 

１）既存棟改修工事 

２）空調機・換気設備の更新工事 

３）病室の復旧工事 

４）リース機器導入及び更新 

５）新棟開院に伴う機器及び什器等の整備 

６）医療設備の購入、経年劣化による代替購入、最新医療機器の購入 

７）医療設備・経年劣化機器の代替機器、最新機器等の購入 

 

 

 

 

 

１）施設管理、医事業務、検体検査、給食、情報処理業務の外部委託 

２）電子カルテシステム及び部門システムの維持・管理 

３）医事システム及び電子カルテシステム等の変更作業 

 

 

１）還水タンクの更新 

２）火災報知機の更新 

３）ナースコールの更新（１病棟） 

４）制御・非常照明用蓄電池の更新 

５）診療機器、検査機器の新規・代替購入 

６）電子カルテ端末の購入 

７）厨房機器の購入 

 

 

 

 

 

１）学内無線 LAN導入に伴う用品等の購入 

２）各領域において３週間１クールとして病院や施設での実習を実施 

３）学内外の研修会や研究会への参加 

４）看護師国家試験の模擬試験の実施 

 

 

１）無線環境整備（工事費３．３、サーバー本体０．２） 

２）１Ｆ実習室の照明器具の更新工事 

 

 

１）パンフレット・ポスターの作成 

 

 

 

 

 

１）入学定員変更（４０名→８０名）に対応する校具・教具等の購入 

 

２）基礎Ⅰ、小児Ⅰ、老年Ⅰ・Ⅱ、成人、小児Ⅱ、精神、母性、在宅、統合実習の実施 

３）模試の実施、自己学習の点検・確認、チューター制による指導、外部講師による集中 

講義の実施 

 

 

１）入学定員変更（４０名→８０名）に対応する校具・教具等の教育研究用機器備品の購 

 入 

 

１４７．０ 

 

７０．０ 

３０．０ 

 

 

 

 

 

７４４．３ 

１６７．１ 

１１１．５ 

１０１．１ 

 

 

２，５００．０ 

５０．０ 

３０．０ 

９９５．０ 

９９０．０ 

２５０．０ 

 １１．２ 

 

 

 

 

 

２５６．１ 

６６．０ 

７．３ 

 

 

３２．４ 

１１．０ 

９．１ 

４．６ 

１３０．０ 

８．２ 

５．０ 

 

 

 

 

 

５．４ 

３．８ 

１．４ 

１．１ 

 

 

３．５ 

１．４ 

 

 

３．２ 

 

 

 

 

 

３．７ 

 

１．６ 

１．４ 

 

 

 

１７．４ 

 



 

２）学務システムの見直し 

 

３）図書の購入 

 

３．管理運営関係 

１）学校パンフレット制作 

 

 

２）学務システム構築（新規リース物件） 

３）年次計画による図書（３００冊）の購入 

 

 

１）パンフレット・ポスターや入学試験募集要項の作成 

 

８．０ 

１．０ 

 

 

２．９ 

 

 

                       



                                

 

 

 

平成３０年度予算につきまして、事業活動収支予算書より説明いたします。（資料１） 

「事業活動収支計算書」は企業会計でいう損益計算書に相当するものです。経常的な収支（1.教育活動収支と 2.

教育活動外収支）と臨時的な収支（3.特別収支）に区分される「区分経理」が導入されたことにより、経常的な

収支バランスと臨時的な収支バランスが区分して把握できるようになっています。したがって、教育活動収支差

額と教育外収支差額を合計したものが、経常収支差額となります。 

 

 

                                                        

【 教育活動収入の部 】 

学生生徒等納付金 

医学部、大学院医学研究科、看護学部、大学院看護学研究科、助産学専攻科、看護専門学校壬生校、看護専門

学校三郷校の学生生徒納付金収入として、総額で５４億４８百万円を計上しました。 

 

寄付金 

厳しい社会経済情勢を反映し今後も増収は難しい状況ですが、受配者指定寄付制度や免税措置等の寄付者への

メリットをアピールし、積極的に寄付金募集活動に取り組むこととし、１０億５２百万円を計上しました。 

 

経常費等補助金 

経常費補助金は、１８億１４百万円を見込んでいます。また、その他主な補助金として、臨床研修費等補助金、

総合周産期母子医療センター運営費等補助金、とちぎ子ども医療センター運営費補助金、ドクターヘリ運営費等

補助金、救命救急センター運営費補助金等を計上しました。総額で２６億２３百万円を計上しました。 

 

医療収入 

３病院（大学病院・埼玉医療センター・日光医療センター）ともに７対１看護体制を維持し、ＤＰＣ制度にお 

ける適切なコーディングへの対応と高水準な病床稼働率を保ち、また、埼玉医療センターの約１００床の増床及

び手術室の増室により、平成２９年度見込みを上回る予算を計上しました。 

３病院ともに外来・入院単価、紹介率・逆紹介率、病院稼働率、手術室稼働率等のアップに努め、医療収入の増

収予算を計上しました。 

・大学病院    ：４５８億２１百万円 

・埼玉医療センター：３１７億１５百万円 

・日光医療センター：  ５１億２７百万円 

３病院総額で、  ８２６億６３百万円を計上しました。 

 

 

 

【 教育活動支出の部 】 

人件費 

教員人件費は、９２億５０百万円、職員人件費は、２４７億９６百万円、退職給与引当金繰入額は１９億４８

百万円を計上しました。総額で３５９億９４百万円を計上しました。 

 

教育研究経費 

教育研究経費は、総額で５３２億３４百万円を計上しました。 

このうち医療経費は、３病院総額で３３７億１百万円を計上しました。 

・大学病院    ：２０３億６２百万円（医療経費率４６．０％） 

・埼玉医療センター：１１９億７９百万円（医療経費率３８．５％） 

・日光医療センター：  １３億６０百万円（医療経費率２７．０％） 

また、一般経費は、総額で１２１億円を計上しました。減価償却費は、７４億３３百万円を計上しています。 

 

■ 事業活動収支予算の概要  

１.教育活動収支 



管理経費 

管理経費は、総額で３１億７百万円を計上しました。 

このうち一般経費は、２５億５１百万円を計上しました。減価償却費は５億５６百万円を計上しています。 

 

徴収不能額等 

徴収不能額引当金繰入額は、９５百万円を計上しました。 

 

 

 

 

                                                      

【 教育活動外収入の部 】 

受取利息・配当金 

 受取利息として、３８百万円を計上しました。 

 

【 教育活動外支出の部 】 

借入金等利息 

借入金等利息は、３２百万円を計上しました。 

 

 

 

 

                                                   

【 特別収入の部 】 

その他の特別収入 

施設設備補助金として１億３８百万円を計上しました。主な補助金として、大学病院の医療施設耐震化事業補

助金を計上しました。  

 

【 特別支出の部 】 

資産処分差額 

資産処分差額は、７０百万円を計上しました。 

 

法人負担金 

法人負担金は、３億２４百万円を計上しました。 

 

以上、３つの活動区分の合計の事業活動収入は、９３３億５５百万円を計上しました。一方、事業活動支出は

９２８億９８百万円を計上しました。 

その結果、基本金組入前当年度収支差額は、４億５７百万円の収入超過（黒字）となる予算を組んでいます。

なお、事業活動収支差額比率は０．４９％です。また、内部留保額（基本金組入前当年度収支差額＋減価償却額

＋資産処分差額）は、８５億１７百万円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.教育活動外収支 

３.特別収支 



 

 

 

 

次に、資金収支予算について説明します。（資料２） 

資金収支予算は平成３０年度の収入及び支出に関わるすべての資金を計上しています。以下、事業活動収支予

算書と重複するものを除いて主な項目について説明します。 

 

【 収入の部 】 

借入金等収入 

運転資金として長期借入金を計上しました。 

  

【 支出の部 】 

借入金返済支出 

借入金返済支出は、市中金融機関からの長期借入金の約定償還分を計上しました。 

 

施設関係支出 

施設関係支出は、大学病院の中央材料部移転工事、本館耐震工事、埼玉医療センターの既存棟改修工事を含む、 

総額４２億７５百万円を計上しました。 

 

設備関係支出 

設備関係支出は、大学病院のライナック棟新築に伴う放射線治療装置の増設、中央材料部移転に伴う設備機器 

の更新、埼玉医療センターの新棟開設に伴う機器・什器備品の整備を含む、総額４６億７５百万円を計上しまし

た。 

 

資産運用支出 

資産運用支出は、４０億円を計上しました。 

 

その結果、翌年度繰越支払資金は７３億６３百万円となる見込みです。 

 

 

 

以上、平成３０年度予算の概要を説明しましたが、基本金組入前当年度収支差額は４億５７百万円の黒字を確

保できる見込みとなっているものの、過去５年間においては低水準で推移しています。 

本学ではここ数年行ってきた将来の発展のための積極的な設備投資も一段落することから、今後は投資資金を

いかに早く回収し、財政健全化の道筋をつけていくことが、財政基盤の安定のための鍵となるので、全学をあげ

て収支改善に取り組んでいくことが重要であります。 

 

なお、獨協学園の事業計画および予算については、獨協学園のホームページhttp://www.dac.ac.jp/をご覧く

ださい。 

 

 

 

 

 

■ 資金収支予算の概要 

http://www.dac.ac.jp/


資料１

（単位：百万円）
　　             　年　　　度
科　　　目
学 生 生 徒 等 納 付 金 5,448
手 数 料 191
寄 付 金 1,052
経 常 費 等 補 助 金 2,623
（ 国 庫 補 助 金 収 入 ） ( 2,055 )
（ 地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 ） ( 567 )
（ そ の 他 補 助 金 収 入 ） ( 1 )
付 随 事 業 収 入 474
医 療 収 入 82,663
雑 収 入 675
教 育 活 動 収 入 計 A 93,126
人 件 費 35,994
教 育 研 究 経 費 53,234
（ 医 療 経 費 ） ( 33,701 )
（ 一 般 経 費 ） ( 12,100 )
（ 減 価 償 却 費 ） ( 7,433 )
管 理 経 費 3,107
（ 一 般 経 費 ） ( 2,551 )
（ 減 価 償 却 費 ） ( 556 )
徴 収 不 能 額 等 95
教 育 活 動 支 出 計 B 92,430
教 育 活 動 収 支 差 額 C(A-B) 696
受 取 利 息 ・ 配 当 金 38
そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0
教 育 活 動 外 収 入 計 D 38
借 入 金 等 利 息 32
そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0
教 育 活 動 外 支 出 計 E 32
教 育 活 動 外 収 支 差 額 F(D-E) 6
経 常 収 支 差 額 G(C+F) 702
資 産 売 却 差 額 0
そ の 他 の 特 別 収 入 181
（ う ち 現 物 寄 付 金 ） ( 31 )
（ う ち 施 設 設 備 補 助 金 ・ 国 庫 ） ( 0 )
（ う ち 施 設 設 備 補 助 金 ・ 地 公 体 ） ( 138 )
（ う ち 過 年 度 修 正 額 ） ( 12 )
法 人 負 担 金 収 入 10
特 別 収 入 計 H 191
資 産 処 分 差 額 70
そ の 他 の 特 別 支 出 2
法 人 負 担 金 支 出 324
特 別 支 出 計 I 396
特 別 収 支 差 額 J(H-I) △ 205

40
457

基本金組入額合計 M   △ 8,009
当年度収支差額 N(L+M) △ 7,552
前年度繰越収支差額 O △ 96,689
基本金取崩額 P 0
翌年度繰越収支差額 Q(N+O+P) △ 104,241

事業活動収入計（A+D+H) 93,355
事業活動支出計（B+E+I+K) 92,898

備考
予　算　額

（ 予 備 費 ） K
基本金組入前当年度収支差額 L(C+F+J-K)

参
考

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

特
別
収
支

収
入

支
出

教
育
活
動
収
支

収
入

支
出

　　平成３０年度事業活動収支予算書 　　

（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

平成30年度



資料２

（単位：百万円）
　　　　　　　　　　年　　　度
科　　　目
学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 5,448
手 数 料 収 入 191
寄 付 金 収 入 1,052

収 補 助 金 収 入 2,761
（ 国 庫 補 助 金 収 入 ） ( 2,055 )
（ 地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 ） ( 705 )

入 （ そ の 他 補 助 金 収 入 ） ( 1 )
資 産 売 却 収 入 0
付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入 474

の 医 療 収 入 82,663
受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 38
雑 収 入 687

部 借 入 金 等 収 入 3,000
前 受 金 収 入 1,266
そ の 他 の 収 入 19,305
資 金 収 入 調 整 勘 定 （ △ ） △ 16,848
法 人 負 担 金 収 入 10
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 6,197

合               計 106,244
人 件 費 支 出 34,874
教 育 研 究 経 費 支 出 45,801

支 管 理 経 費 支 出 2,553
借 入 金 等 利 息 支 出 32
借 入 金 等 返 済 支 出 1,850

出 施 設 関 係 支 出 4,275
設 備 関 係 支 出 4,675
資 産 運 用 支 出 4,000

の そ の 他 の 支 出 13,469
予 備 費 40

部 資 金 支 出 調 整 勘 定 （ △ ） △ 13,012
法 人 負 担 金 支 出 324
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,363

合               計 106,244

　　平成３０年度資金収支予算書　　　
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

平成30年度
備考

予　算　額
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医 療 収 入 推 移 表
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寄付金
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17.0 

8.3 
9.1 8.9 8.7 

13.2 

35.7 36.5 
39.6 

41.4 

48.8 

14.1 14.5 14.4 15.0 15.7 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

単位：億円
主な教育研究経費(医療経費除く)
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321.5

333
339.3

359.9

250

260

270

280

290

300

310

320

330

340

350

360

370

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

単位：億円 人 件 費 推 移 表
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